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平成２７年度総務省行政事業レビュー公開プロセス 

平成２７年６月２２日 

 

 

（２）周波数の使用等に関するリテラシーの向上 

【福岡官房長】  それでは、引き続き、本日２件目の議題に入ります。 

 ここから、須藤先生にかわられまして、東京大学大学院情報学環教授の田中秀幸先生に

加わっていただきます。田中先生、どうぞよろしくお願いいたします。 

【田中委員】  よろしくお願いします。 

【福岡官房長】  それでは、２件目、周波数の使用等に関するリテラシーの向上の項目

につきまして、担当部局から、まず資料に沿って説明をお願いいたします。 

【説明者】  電波環境課の杉野と申します。よろしくお願いいたします。 

 周波数の使用等に関するリテラシーの向上についてでございます。行政事業レビューシ

ートでございますが、事業の目的でございますが、携帯電話の普及であるとか、新しい無

線システムの実用化などで電波の利用が非常に広がっているということで、電波を公平か

つ能率的に使用していただくということと、それから、電波による健康への影響について、

ご心配なく安心して使っていただけるようにということで、わかりやすい形での情報提供

を図ることによって、電波の公平かつ能率的な利用の確保と電波の安全性に関する国民の

リテラシーの向上を図るというのが、事業の目的でございます。 

 事業の概要でございますが、大きく３つの事業がございます。 

 １つ目が、電波の人体、あるいは医療機器に与える影響について、説明会の開催、説明

資料等の作成、あるいは、さまざまなニーズに応じた情報提供ということで、国民からの

問い合わせに対しての対応ということをやっていくというもの。 

 ２つ目が、民間ボランティアの方にご協力いただきまして、電波利用に関する情報提供

活動、相談・助言等の業務を行って、電波の公平かつ能率的な利用を確保するというもの。 

 それから、無線ＬＡＮ等におきましての情報セキュリティを確保するためのセミナー等

の普及啓発活動という、３つが大きな活動でございます。 

 続きまして、それぞれ３つの各施策については、お手元の補足説明資料でご説明させて

いただきたいと思います。 

 まず最初、表紙をめくっていただきまして、電波の安全性に関するリテラシーの向上に
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ついてでございます。こちらの施策につきましては、平成２０年の通常国会におきまして、

電波法の改正の際に、議員修正により追加されました電波法第１０３条の２第４項第１１

号というところにございます「人体等の防護に関するリテラシーの向上のための活動に対

する必要な援助」に基づき実施しているものでございます。 

 大きく分けまして、３つの活動がございます。１つ目が、説明会の開催、これは全国各

地で行っております。それから、パンフレットを作成して配布するということ。それから、

専門家の相談窓口を設けまして、電話でのご相談をお受けするというものでございます。 

 次のページをめくっていただきまして、こちらのほうに３つの施策を連携させて、うま

くサービスの向上を図ることを目的としているものを説明した図でございます。パンフレ

ットでございますが、右下にございますけれども、最新の正確な情報をわかりやすく、広

く一般に提供できるようにしようという形でつくっております。この中で、電話相談窓口

の電話番号のご案内等もさせていただいております。ご心配のある方につきましては、直

接お電話をいただいて、専門家の方にその内容をご相談いただけるということで、この電

話相談の際には、どのような不安を感じておられるのかといったことを、情報を直接細か

く情報聴取するということができるようになっております。その内容につきまして、フィ

ードバックをかける形で、例えば、全国各地で行います説明会の場合に、どういう内容に

ついて説明をすればよいのかというようなこと、あるいは、パンフレットの内容について、

新しく追加するべきことがないか、わかりにくくなっているところはないかといったよう

なことについて手当てをしていくということで、連携させて、全体としての品質向上を図

るということをやっております。 

 次のページで、３ページ目でございますが、現状でございますが、電波の安全性につい

て、必ずしも広く知られているというわけではございませんで、漠然とした不安を感じて

いらっしゃる方が少なからず存在するということでございます。左側の図にございますけ

れども、安全性について意識されることがあるという方は３分の１程度で、残りの３分の

２程度の方は、意識をふだんしていないということでございます。安全基準を知っていら

っしゃるという方も、携帯電話については、やはり３分の１程度の方しかご存じなかった

ということでございます。そういう中で、例えば、ニュース等で電波の安全性に係る内容

について報道がございますと、いろいろとご心配という声が上がったりするのが現状でご

ざいます。 

 若干飛びまして、６ページ目をごらんください。６ページ目、説明会の概要でございま
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す。日本各地で説明会を開催しておりまして、専門家の方が科学的根拠に基づいてご説明

をいただくということで、対話形式での説明会をやっております。ここには一般の方にご

参加いただきますし、地方自治体や、あるいは、各地の事業者のご担当の皆様が、勉強さ

れるためにご参加をされるということもよくあります。それから、各地の特有の事情に応

じて、ご心配のあるような場合には、それに応じた内容にて説明会を開催するというよう

なこともやっております。大体年間で１５件程度、各地で開催しておりまして、平均する

と１００名をちょっと切るぐらいの方にご参加いただいております。 

 次のページが、開催の効果でございますが、「理解できた」あるいは「ほぼ理解できた」

という方が８割ぐらいということで、相当程度の方が、不安が減少したということで言っ

ていただいているかと思います。 

 ８ページ目でございますが、電話相談の窓口でございます。この電話相談につきまして

は、パンフレットに番号を載せておりまして、直接専門の者が電話でご相談に乗るという

ことで、大体年間にしますと、本省と地方局合わせて７００件から８００件ぐらいの方の

ご相談をいただいているということで、先ほどもご紹介しましたが、何かしらの事件だと

か報道がありますと、それをきっかけに一時的に相談が増加するというようなことが、傾

向として見られるところでございます。 

 ９ページ目でございまして、こちらのほうがパンフレットでございまして、人体への影

響に関するパンフレットと医療機器への影響についてのパンフレット、それぞれ別々にご

用意しております。この２つにつきましては、紙媒体での配布も行っておりますし、総務

省のホームページでも公開させていただいております。 

 電波の安全性に関するものは、以上でございます。 

【説明者】  引き続きまして、２つ目の項目、電波の適正利用に関するリテラシー向上

についてご説明申し上げます。 

 補足説明資料の１１ページをごらんください。まず、この事業の目的でございますが、

実現していく具体的な内容といたしましては、国民が違法な無線機を誤って購入・使用し、

ほかの無線局への混信や妨害を与えないようにすること、また、善意の国民が知らないう

ちの電波法違反――不法無線局の開設でございますけれども――というようなことになら

ないようにすることを目的にしまして、電波の適正利用を確保するというものでございま

す。また、成果目標、アウトカムといたしましては、国民の皆さんからの総務省への混信・

妨害等の一般申告の件数を減少させていくということを、アウトカムとして設けておりま
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す。 

 この事業の概要といたしましては、民間ボランティアである電波適正利用推進員の皆さ

んに、地域に密着したところを生かして、周知啓発活動等を行っていただくものです。電

波適正利用推進員の皆さんは、電波の利用に関する知識、経験を有する等、一定の要件を

満たす方を、公募等を経て、総務省が委嘱をしているものでございます。 

 １２ページ、１３ページ目につきましては、不法無線局の現状についてご紹介している

ものでございますので、割愛させていただきます。 

 １４ページをごらんください。本事業の運営管理業務でございますけれども、推進員の

活動を効率的・効果的に実施するということを目的に、電波法令に関する知識があること、

個人情報保護体制など、一定の要件を満足する団体、企業への請負契約により実施してい

るところでございます。 

 １５ページをごらんください。活動の例といたしましては、小学生と保護者を対象とし

た「電波教室」の開催、町内会や地域団体の会合を対象とした周知・相談の実施、電波利

用者等を対象とした混信等の相談、地域の各行事における電波相談所の開設や周知・広報

の実施等で、平成２６年度は約３,９００件、約１１万人の方への周知啓発活動を実施して

いただいているところでございます。また、総務省への不法無線局等に対する情報提供も

いただいているところでございます。 

 １６ページをごらんください。電波適正利用推進員による活動の特徴でございますけれ

ども、お住まいの近くにおいて夜間・休日等においても活動していただけるということで、

地域の皆さんが気軽に参加でき、時間的・経費的にも負担をかけずに、必要な説明を聞い

たり、情報入手ができるという点にあると考えております。また、民間ボランティアとい

うことで、市民、利用者の立場から、ご自身の経験に基づきわかりやすい説明と対応がで

きているという点を考えております。 

 １７ページをごらんください。今年度も、地域の組織や団体等と協力関係を維持しつつ、

これまで蓄積していただいている周知啓発に関するノウハウを生かして、地域に根差した

周知啓発活動を実施していただいておりますが、事業内容の一部を２７年度は改善して、

一層効率的な電波適正利用に関するリテラシー向上に努めているというところでございま

す。 

 私からの説明は、以上でございます。 

【説明者】  情報流通行政局の情報セキュリティ対策室でございます。続きまして、電
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波の能率的かつ安全な利用に関するリテラシー向上につきまして、ご説明をさせていただ

きます。 

 めくっていただきまして、右下、１８ページ目をお願いいたします。こちら、無線ＬＡ

Ｎのセキュリティに関する周知啓発の活動でございます。昨今、スマホでございますとか

タブレットの普及に伴いまして、無線ＬＡＮの利用も拡大しているところでございますが、

この無線ＬＡＮにつきましては、携帯電話のトラフィックを無線ＬＡＮのほうに、いわゆ

るオフロードさせることによって、電波の有効利用にもつながるということが期待されて

いるというところでございます。他方で、この無線ＬＡＮの利用につきましては、一部、

セキュリティについて懸念も示されているところでございまして、こういったところで、

無線ＬＡＮの設置者でございますとか、あるいは利用者の方々に、きちっとセキュリティ

を理解いただくということによって、その普及を促していくということの活動で行ってい

るものでございます。予算につきましては、右下にございますが、平成２７年度につきま

しては、２、３００万円を計上しているというところでございます。 

 続きまして、１９ページ目でございますが、これは最近の新聞記事を幾つかピックアッ

プしたものでございますけれども、例えば、無線ＬＡＮの通信路に暗号化がされていない

ということで、情報が盗み見られるのではないかといったようなご懸念でございますとか、

あるいは、アクセスポイントにおいて適切な暗号が使用されていないということで、不正

に利用されるといったようなことが幾つか報道等もされているところでございまして、こ

うしたところでの社会的な関心の高さがうかがわれるかと考えてございます。 

 次のページ、２０ページ目でございますが、こちらに事業の主な内容を並べてございま

す。大きく３つの観点から取組を進めてございます。 

 一番上が、調査事業ということでございまして、これは、例えば、地方公共団体でござ

いますとか、あるいは空港とか、宿泊施設とか、そういったところでの無線ＬＡＮの設置

状況、あるいは、セキュリティの対策の状況、こういったものを調査する。それから、利

用者側でのセキュリティに関する認識の度合いというものを調査するといったような活動

を行っております。 

 それから、真ん中でございますが、マニュアルの作成ということでございまして、上記

の調査の結果等も踏まえながら、設置者向け、利用者向けに、セキュリティ上、どのよう

なことに気をつけなければならないかということを簡単にまとめたマニュアルを作成いた

しまして、配布をいたしたり、あるいは、総務省のホームページ上で公開をしたりという
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活動を行っているところでございます。 

 それから、一番下が、セミナーということでございまして、例えば、昨年度、平成２６

年度でございますが、地方公共団体において無線ＬＡＮの設置をしておられる、そういっ

たところのシステムの管理者の方にお集まりいただいて、セキュリティに関する説明会を

行ったりですとか、あるいは、一般の方でセキュリティにご関心のある方々に集まってい

ただいて、無線ＬＡＮ分野についてのお話をするといったような形で、年間１０回ないし

１２回程度の活動を行っているところでございます。 

 続く２ページは、参考でございますけれども、例えば、２１ページ目につきましては、

先ほど申し上げました調査事業につきまして、昨年行いました利用者のセキュリティに関

する認識をアンケートで調査したものでございますけれども、こうしたところ、やはり訪

日外国人に比べても、日本人のセキュリティに関する意識は低いといったようなアンケー

ト結果が出てまいりましたので、こういったところでも幾つかメディアでも参照されてい

るというところでございます。 

 それから、一番最後のページでございますが、そこに載っている青と緑のものが、それ

ぞれＷｉ－Ｆｉに関する提供者向け・利用者向けのマニュアルということになってござい

ます。これは先ほども申しましたが、セミナーでの配布、それから、ホームページ上での

ダウンロードに加えまして、別途、総務省の別の事業でやっておりますが、自治体が設置

する無線ＬＡＮを普及させるための補助事業というのも行っておるんですが、そういった

ところでの補助事業者についても、こういったマニュアルを参照するようにということで、

周知を呼びかけているという形で活用いただいているというところでございます。 

 以上でございます。 

【福岡官房長】  ありがとうございました。 

 では、引き続き、事務局のほうから、議論すべき論点につきまして説明してください。 

【奈良会計課長】  論点シートペーパー２枚目をごらんください。本事業につきまして

の論点でございます。 

 周波数の使用等に関する国民のリテラシーの向上に向けた方法について、より効果的・

効率的な方法を検討すべきではないか。特に、電波の安全性に関する説明会及び無線ＬＡ

Ｎセキュリティに関する説明会の開催手法について改善の余地があるのではないか。 

 限られた予算の中で、電波適正利用推進員の活動をより充実させていく方策はないか。 

 事業の目的に照らして、成果目標は適切なものとなっているか。 
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 以上でございます。 

【福岡官房長】  それでは、ご議論をお願いいたします。 

【北大路委員】  この事業レビューシートにあるアウトカム、３つありますけど、アウ

トカムレベルのものはないですね。相談件数、申告件数、アクセス件数と、いずれも、ど

ちらかというと、手段レベルの、手段がどれだけ利用されたかというだけの話ですから、

結果をあらわすものではないです。ですから、この事業、３種類ありますけれども、全て

アウトカムを再設定する必要があると思います。これは質問ではなくて、コメントですか

ら。 

 質問なんですが、例えば、最初の事業ですけれども、これは電磁波被害の不安をなくす

というような、そういうアウトカムでいいんでしょうかね。国民の間に電磁波被害の不安

が少なくなる、そういうようなレベルですね。 

【説明者】  はい。 

【北大路委員】  それを知りたいんですが。つまり、この事業がどれだけ効果を出して

いるかを知りたいのですが、いただいた資料の中の、例えば、３ページ目に、携帯電話に

関するものがありますけれども、これは携帯電話についての安全性の意識が、「意識するこ

とはある」という人は、不安がないという意味なのか、不安があるという意味なのか、ど

っちなんですか。 

【説明者】  ここにつきましては、必ずしも不安があるかないかというのは、はっきり

しないところがあります。 

【北大路委員】  わかりました。ありがとうございます。 

 つまり、アウトカムの今の状況は、まだ把握できていないというふうに思われるのです

ね。 

 それで、もう一つ、説明会をされていると。１回１００人ぐらいで、２万２,０００人ぐ

らいという、７ページに出てきますけれども、これは、この事業全体の中でかなり重要な

ツールになっているんでしょうか。 

【北大路委員】  国民の不安をなくすという目的のためには、かなり重要な手段と考え

ていいんでしょうか。 

【説明者】  はい。 

【北大路委員】  とすれば、やはりこれも調査、参加者アンケートがありますが、その

中に、参加者がこの説明会を聞いて不安が減ったかどうかという、これは重要な手がかり
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になると思うんですけれども。ただ、もともと不安がないというのが５８％。上を見ます

と、参加者の中で、事業者と行政が半分以上なんですね。事業者と行政が不安を持ってい

ていられるようでは困るんで、もともと不安はないんだと思うんですが。だから、当然の

ことながら、最初から不安はないよという人が６割近くいるという。これ、目的が、不安

をなくすための説明会のように見えないんですけれど。 

【説明者】  ７ページ目の円グラフにつきましては、これ、全体で８割というふうに出

ていますが、実は、一般の方だけに限った形の数字もとっておりまして、その場合には、

７５％の方が「理解できた」あるいは「ほぼ理解できた」ということになっています。 

 それから、不安につきましても、「不安が減った」とおっしゃられた方は、一般の方に限

ると４割という状態になっています。説明会へ出ていただいた後にも「不安が残った」、あ

るいは、説明会を聞いたことによって「逆に不安になった」という方は、一般の方に限っ

てみると、アンケート結果では８％という数字が出ております。 

【北大路委員】  おそらく、これ、事業者さんと行政の方が参加されているということ

は、不安をなくすということがメーンのものだけではなくて、ほかの目的もある説明会な

のではないかと思うんですが。一般の方は、１００人の中の４割ですね。おそらくこの方

たちはなぜ関心があるかというと、推測するに、不安があるから来たのではないかなと。

であれば、そういう方たちだけのためのアプローチをされたほうが効果的なような気がす

るんですけれども。しかも、１００人のうち４０人。全国の規模からすると、国民の人数

からすると、非常に限られた手段のように見えるんですね。何かその辺のことはお考えに

なっていらっしゃいますか。 

【説明者】  先ほどの話でもご説明しましたが、事業者がいらっしゃるというのは、各

事業者の同じようなご相談を担当される窓口の方がほとんどでして、ユーザーの方なり、

あるいは一般の方なりから、そういうご心配についての質問が出た場合に受け答えをされ

る仕事をされている方が大半だというふうに伺っております。そういう方々が、言ってみ

れば、先ほど申し上げましたように、どういうふうに説明したらいいのか、現状どうなっ

ているかという勉強をされるという目的で来ていらっしゃるということかと思います。 

 一方、一般の方につきましては、先生ご指摘のとおり、一般の方に閉じてということで

説明会をということでできればいいのかもしれませんが、広く参加は募っているという状

態でございまして、むしろ電話相談なりで一般の方から直接お話を伺っていて、その中で

どういうことをご心配なのかということを聴取しながら、説明会の内容等についてもフィ
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ードバックをかけるというようなところで工夫をして、うまくやっていくということを今

まではしております。 

【北大路委員】  引き続き、時間を取って申しわけありません。 

 ２つ目の違法電波のことなんですが、これは違法に電波を使うというケースの中で、違

法であるという認識がなく使ってしまっているというケースは、およそどのくらいとお考

えでしょうか。 

【説明者】  明確な数字まではつかんでいないのでございますけれども、一般的に微弱

（無線機器）というものが、シンクタンクの調査によりますと、年間約３００万台も売ら

れているということで、おそらくかなりの国民の皆さんがそういうものを無意識に買って

しまわれる可能性が非常に高いということで考えております。 

【北大路委員】  実際に違反のケースがどれぐらいの規模であるのか、あるいは、知ら

ずに違反をしてしまっているケースがどのくらいあるのかということの情報がないと、お

そらく手を打つのは非常に限られてしまうと思うんですが、それは絶対に調べようがない

んですか。例えば、推測できるような、推計をするようなことはできないんですか。 

【説明者】  １つの数値といたしましては、不法無線局ということで、我々、実際に不

法無線局を運用していた人を確認をして、そういう人たちに対して、非常に悪質であると

いうことで告発している例が、２６年度でいきますと２１５件、悪質さがそこまででもな

いということで、行政指導という範囲で収めているものが１,４６５ありまして、総数１,

６８０でございますけれども、それを１つの指標と考えれば、考えることもできるのかな

と思っております。 

【北大路委員】  今おっしゃった指導にとどまるというのが、おそらく違法性を認識し

ていなかったというふうに考えてよろしいですか。 

【説明者】  中には違法性を認識していたものも含まれておりますけれども、それほど

悪質ではなかったというものが含まれております。 

【北大路委員】  その悪質の基準は、どういう基準でしょうか。 

【説明者】  例えば、長時間繰り返し同じようなことをやっていたとか、あるいは、一

度過去にやっていたのに繰り返しまたやっているとか、再犯的なものは悪質度が高いとい

うふうに考えております。 

【北大路委員】  なぜこれにこだわっているかというと、この取組のアウトカムは、違

法な電波の使用をなくすことだと思うんですね。しかも、それを知らなくてやってしまう
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というのは、防いでいかないと。逆に、わかっていてやっている場合は、これは犯罪と知

ってやっているわけですから、それは反社会的なことを平気でやるということですけれど

も、知らないでやるというのは、知らないで犯罪行為をやってしまうわけですよね。それ

は、おそらくわかっていればやらなかったかもしれないということですから、アウトカム

のレベルで、これがどれだけ進歩しているのか、総務省の取組によってどれだけこの成果

が出ているのかということを評価するには非常に重要な情報になるものですから、これが

もし捉えられないということになってしまいますと、永久にこの取組の成果がわからない

ということになりますよね。ですから、ぜひ何かの形で、今のような推計でもよろしいの

で、分析が必要かと思っています。 

【説明者】  今ご指摘いただいた件でございますけれども、一つ一つの指導なり処分を

する際には、事実行為を細かく聞き取って判断しておりますので、その中で非常に違法性

の認識が薄かったというような分類をすることが可能ですので、そういうことも踏まえて

検討していくということにさせていただきたいと思います。 

【上村委員】  説明ありがとうございます。 

 先ほどの北大路先生の話とかぶるコメントですけれども、やはり成果指標がちゃんとつ

くられていないということが一番大きな問題で、成果指標がつくられていなければ、どの

事業をどれだけ金額をかけるかというところの優先順位もおそらくついていないんじゃな

いかと思っているんですけれども、どの事業を、どれだけ、積算根拠、どういうように立

てられているんでしょうか。 

【説明者】  最初の電波の安全性に関するものにつきましては、事業レビューシートの

５ページ目にございますが、内訳でございますけれども、電話相談業務の窓口ということ

で、これが大体１,０００万円、それから、リスクコミュニケーションというのは、要は、

相談の仕方であるとか、説明会の開催の際にわかりやすくするためのアドバイスをいただ

くための作業でございますが、それについて４００万円。それ以外に、各地方局、１１地

方局分の合計で、実際に会合を行う際の費用として６００万円というような内訳になって

います。 

【上村委員】  要は、おそらくミクロの積み上げでこの金額だと思うんですけど、じゃ、

この３つの大きな事業の中で、どれがリテラシーの向上に効いているのかという認識はあ

りますか。 

【説明者】  私どもとしては、一番大きいのは、電話の窓口の相談業務だと思っていま
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す。こちらにつきましては、先ほど２ページ目の連携する施策の考え方を示した図でもご

説明いたしましたが、直接不安を持っていらっしゃる方とお話をして、どういうことにつ

いて不安を感じられているでしょうかという情報収集をすることができるということで、

これをもとにしてフィードバックをかけるということができるかと思っておりまして、先

ほどちょっと説明が飛んでしまいましたが、実は、ここの部分の件数の増加を、一番、私

たちとしては直接入手できるデータということで、不安を感じていらっしゃる方の増減を

はかるという意味で、ここは今アウトカムに設定しているというようなところでございま

す。 

【上村委員】  この相談件数を減らすのが目的になっているということですね。 

【説明者】  はい。 

【上村委員】  幾つか説明会とセミナーがあるんですけれども、例えば、電波の安全性

に関する説明会、それと、無線ＬＡＮのセキュリティに関する説明会と、あともう一つ、

説明会、セミナーがありますよね。周知啓発セミナーがあるのかな。こちらについては、

内容は全く違うと。対象者も違うので、統合はできないという認識でいいですか。 

【説明者】  それぞれについてご関心のあるテーマが違うかと思いますし、今は別々の

形でやるのが一番よいのかなと思っております。 

【福岡官房長】  どうぞ。 

【楠委員】  最初、細かい話かもしれませんけれども、レビューシートで言うと、２ペ

ージの、これ、もし重複していたらごめんなさい。電波の安全性に関する説明会の費用と

いうところで、単位当たりのコストが、２６年度までは大体同じぐらいなんですけど、２

７年度が３倍近くなっているんですけれども、これはどういう背景なのか。 

【説明者】  こちらは、２６年度までは執行額でございます。２７年度は予算額で言っ

ております。実際には、会場を工夫するとかということで、費用をかからないようにして、

執行額を抑えているというのが現状でございます。 

【楠委員】  そういう工夫ができるのであれば、予算を３倍取るということ自体があん

まり意味がないと思うんですけれども。 

【説明者】  先生ご指摘のとおりの面はあるかとは思います。現状、実は、各地方局で

年１回程度――２回やるところは数カ所あるんですが、回数があまり多くできていないと

いうところもございまして、現状では、１１カ所ある地方局で、全てのところで２回やる

ということで、会場費込みで予算は立てております。ただ、先生ご指摘のとおり、執行と
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予算戸の乖離があるというのは、そのとおりかと思います。 

【楠委員】  違う質問ですけれども、ほかの先生も同じような問題意識を持たれると思

うんですが、そもそもリテラシーの向上のために、何をもってリテラシーの向上というの

かというところなんですけれども、中を読むと、不安の解消というのもあるでしょうし、

あるいは、本当は不安ではなくて、不安はないんだけれども、本当は知ってもらいたい知

識というものを何とか使いたいという、いろんなニーズがあると思うんですよね。これに

対して、どういうふうな効果的な方法をとっているのかということで、出てくるものが、

例えば、相談件数とかホームページのアクセス件数とかなんですけれども、不安がある方

に対する効果というのは、もちろんそれだけではわからないと思うんですけれども、どの

くらい相談したかとか、どのくらいアクセスしたかというのは、１つの指標になるかもし

れないんですけれども、本当は知らないんだけれども知っておいてほしいというふうな知

識があった場合に、それが一体どういうふうな観点でリテラシーの向上のアウトカムにで

きるのかというのは、何らかの形で考えないといけないと思うんですよね。 

 ですから、実際に関心を持っている人に対するアンケートというのはある程度できるん

でしょうけれども、そういう関心を持っていない人をどういうふうに拾っていくのか、あ

るいは、どういうふうな分析をするのかということ。本当に関心がないから何も見ない、

だから知らない、だから危険だというものに対して、どういうふうに改善されていくのか。

これに対し、どういうふうな取組というのがあり得るかということについては、いかがで

しょうか。 

【説明者】  電波の安全性について言いますと、先生ご指摘のような面はあるかと思い

ます。説明ははしょりましたが、実は、法律で、議員立法という形でこの項目が追加され

た際に、一番最初にご指摘があったのは、電波を使うに当たって心配するようなことがな

いように、なるべく情報の提供をきちんとしましょうというのが最初の趣旨だったという

ことがございますので、電波を使うに当たって不安を感じられる方が少なくなるようにと

いうことが目的の大きな部分を占めるんだろうなということで考えてはおります。 

 それから、先ほど北大路先生がご質問いただいたときに説明が不十分だったんですが、

その意味で言いますと、補足資料の１０ページ目の資料をごらんいただきたいんですが、

実際の会場に来られた方のアンケートとは別に、電話調査、電話でのアンケートをやって

おります。この中では、安全性について意識することがあるかないかということで、これ

については、「意識することがある」ということが「心配だ」という意味なのかどうかとい
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うのは、はっきりはわかりません。ですが、逆に言うと、「意識することはない」というこ

とは、あんまり心配されていないのではないかというようなことも考えられるかとは思っ

ています。 

 それから、安全基準の認知度についても、同じように電話アンケートの中では調査をし

ていまして、このデータはほぼよくそろっているといったらあれなんでしょうか、例えば、

毎年「意識することはない」とおっしゃっている方は、少しずつなんですが、割合が上が

ってきているという状態と、それによって、安全基準の認知度の割合も、少しずつですが、

上がってきているというような傾向はあるので、ここら辺は同じような並びになっている

のかなというような認識はしております。 

【福岡官房長】  また引き続きご議論いただきたいと思いますが、そろそろまたシート

のほうのご記入をお願いしたいと思います。１０分以内ぐらいでまた回収をさせていただ

きます。よろしくお願いいたします。 

 では、また引き続きお願いいたします。 

【上村委員】  こういう形でアンケートをとられていますが、このアンケートをアウト

カムに考えていくということは検討されていなかったですか。 

【説明者】  電話調査のアンケートなんですけれども、１０ページ目の数字をごらんい

ただくと、変化が少しずつでして、大きく変化が出るようなものではないというところは、

ちょっと悩ましいなと思っているところではございます。ただ、先生ご指摘のように、こ

ういう形でアンケートの値をというのもあるかとは思います。 

【上村委員】  いや、少しずつ変化しているからとれないというのは、あんまり理由に

ならないような気がするんですけど、いかがですか。 

【説明者】  １つは、この電話調査のアンケート結果をアウトカムにするという考え方

はあるとは思います。 

 もう一方で、心配はないという方の数を増やそうということも、アウトカムとしてはあ

るかと考えておりまして、後者のほうにつきましては、直接電話の相談窓口での相談件数

という形でデータを直接入手することができるので、今まではそちらのほうを使っていた

というのが現状でございます。 

【上村委員】  この電話調査と、あと説明会でもアンケートをされていますよね。 

【説明者】  はい。 

【上村委員】  あと、相談も受けておられるということなので、国民のリテラシーに関
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する調査というのは、幾つか手段があるんですよね。それをうまく組み合わせてアウトカ

ムをつくっていくことは、１つ考えられるのではないかと思うんですけど、いかがですか。 

【説明者】  そういう形でできるようなものがあれば、うまく使っていきたいとは思っ

ています。現状としては、今まで、そこまでうまくいいものがなかなかつくれなかったと

いうところはあると思います。 

【梶川委員】  今までのお話とちょっと重複しますが、コメントに近いかもしれないん

ですけど。リテラシーというと非常に範囲が広くて、もちろん、多大な予算を使えば、全

体のリテラシーを高めるということは可能だと思うんですけれども。例えば、この電波の

安全性のお話も、さっき事業者の方とか、行政の方とかまで含めてということで、あと基

本的には消費者の方。やはり伝える内容自身も、その対象によっては全然違われると思う

んですよね。いろんな階層の方でということになると、内容は絞り切れるのかなという点

が何となく疑問なところがありまして。 

 基本的には、安心だということを伝えたいということであれば、とにかく、そんな細か

い話ではなくて、消費者にとってみれば安心なわけですよね。だとすれば、もうそれ１点

のお話をどう伝えるかというようなことになるのかなと思いますし、あと事業者の方であ

れば、安心であることをどう伝えればいいのかという話をしなければいけないことであっ

て、内容のレベル、行政も同じかもしれませんけれども。 

 同時に、次の話もちょっと似たところは感じるところがあって、やっぱり電波の不正利

用みたいなものは、先ほどもおっしゃっていたように、意識がどのぐらいあるかという方

で、フォーカスは本当に意識せずに使われてしまう方なのだとすれば、やっぱりそこは非

常に絞り込むお話かなという気と、あと、それは販売規制みたいなものとあわせて行政的

には効果を考えていかれる話なのではないかなと。使い方によっては違法性があるものを

販売していること自身が、むしろ問題が大きいような気もしまして、売られているのに使

い方を考えてくださいというのは、非常に難しい内容を伝えなければいけない話になるか

なというようなことで、逆に、その辺の効果性について検討がどんなふうに進められてい

るのかなという気がちょっとするんです。 

 ３番目も同じなんですけれども、その辺、２つ、別々かもしれませんけれども、お話し

いただければ。 

【説明者】  今ご指摘いただいた販売規制の関係でございますけれども、所管している

電波法自体が、電波の利用に関する規制、あるいは、免許というようなところを扱ってお
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りまして、流通に係る規制は総務省のほうで直接所管していないと。しかしながら、非常

に重要無線への妨害というのが多発しておりまして、従来から重要無線への妨害を起こし

たような機器は、技術基準に不適合ということで、販売あるいは製造している方に対して

勧告あるいは公表するという制度をつくっております。 

 実は、先般、５月に電波法の一部改正を実施しまして、さらにそういう勧告、公表をし

ても言うことを聞いてくれない方に対しては、総務大臣から、今後、最悪の場合には命令

を出せるという形で法律改正をしております。また、あわせて、不適合な機器をつくらな

いように、あるいは、売らないように、輸入しないようにということで、遵守義務という

のを新たに今回の法令改正で設けているところでございます。 

 一方、それだけではなかなか一般の方に周知しづらいところもございますので、総務省

のほうで、資料にもおつけしておりますけれども、無線設備の試買テストということで、

非常に疑わしい機器については、市場から総務省が買い取りまして、実際測定をして、微

弱という基準に合致していませんよというのをホームページで公表する、あるいは、販売

店、製造の方に、要請という形ではございますけれども、当該商品については、基準に合

致していないということを要請の形で文書をお送りして、そういうものが流通しないよう

にという協力をいただいているところです。 

 あわせまして、各種大手の販売店グループであるとか、インターネットのプロバイダー

の方にもそういう情報を提供して、工夫をしているということで、そういうものとあわせ

まして、推進員の活動により、一般の方にも、こういうものがありますよというのを幅広

く周知することで進めていきたいと考えているところでございます。 

【説明者】  説明会でございますが、基本的には、一般の方向けの内容にしています。

そこに行政であるとか事業者の方が参加されているということでして、中身については一

般向けでやっております。 

【福岡官房長】  どうぞ。 

【田中委員】  それぞれ一つずつお尋ねしたいことがあります。 

 まず最初に、電波の安全性に関するリテラシー向上の件です。相談窓口の相談件数をア

ウトカムとしてお考えになっている、その理由についてお尋ねしたいと思います。例えば、

これは説明会で、事業者の方などにわかりやすい説明方法を説明して、それによって、そ

れぞれの場所で不安な方にご説明することで、結果的に電話相談が減るということで、ア

ウトカムに考えていらっしゃるのかなと推測したんですが、そのあたりのお考えをお尋ね
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したいのが１つ目です。 

 ２番目、電波の適正利用に関するリテラシー向上に関してです。電波適正利用推進員の

活動の関係で、予算が随分今年度減り、説明会だとか研修を大幅に減らしていらっしゃる

と思います。そういう中では、非常に効果的にどうやってその活動を行うようにできるか

は、とても大事なことになるのではないかと思います。先ほど北大路先生からのお話で、

分析のお話がありましたが、私もそこに関心がありまして、そこでご質問です。一般申告

の内容を分析して、それを電波推進活動のほうにフィードバックするようなことは、これ

までやっていらっしゃるでしょうか。というのをお尋ねしたいのが、２点目に関してです。 

 最後の、Ｗｉ－Ｆｉのセキュリティ関係です。ここの中で紹介されていた調査で、今年

３月に発表されたＷｉ－Ｆｉ利用に関する調査結果を拝見しました。この中では、Ｗｉ－

Ｆｉ利用に関する脅威に対する理解度というのが出ていました。これはとてもいい指標で

はないかと思いました。特に日本の観光客の理解度というのは、諸外国からの訪日観光客

の理解度と比べて非常に少ないというのがあって、少なくとも諸外国に比べて低いのは非

常に問題ではないかと思うんですが、それを上げていくということは、１つアウトカムの

指標として考えられるのではないかと思います。このように把握することについてのお考

えをお尋ねしたい。 

 以上、３点です。 

【福岡官房長】  ちょっと回答の前に。今書いていただいていると思いますので、事務

局のほうから、できた方から回収をさせていただきたいと思います。 

【説明者】  １点目でございますが、田中先生ご指摘のとおりでございます。どういう

形でというか、具体的に定量的にはなかなかわかりづらいんですけれども、全体として連

携させた形として、データとして効果を一番あらわしているのが相談件数であろうと考え

ております。 

【説明者】  ２点目でございますけれども、細かい意味での分析の説明ということまで

はしてございませんけれども、研修の会の場合、各地方総合通信局の職員あるいは担当の

課長等が出向いて、最新の電波監視に関する動向等を説明して、理解をいただいていると

いうところでございます。 

【説明者】  ３点目の、無線ＬＡＮのセキュリティに関するアウトカムでございますが、

ご指摘のとおり、今回のアンケート、今回初めて行ったものでございますけれども、こう

いったものを今後定点的に行うことによって、その動向というものをアウトカムそのもの
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にしていくということは考えられるかなと思っております。 

【田中】  ありがとうございます。 

【福岡官房長】  どうぞ。 

【石田委員】  電波適正利用推進員制度の関係でお伺いしたいんですけれども、実績と

しては、全国陸上無線協会さんのほうに１億３,０００万ということで実績はなされたとい

うことで、５ページ目に書いてございます。 

 こちらの内訳について、事前の勉強会の関係でご回答いただいた中で、もともと目途額

を設定している項目として、活動員さんの実費等が３,６００万円で、目途額を設定してい

ない事務局側の運営費と一般経費のほうが９,４００万円ということで、あらかた、どちら

かというと一般管理費のほうが多い振り分けになっていると思うんですけれども、今年の

予算に関しては１億円ということなんですけれども、こちらについて、一般競争入札であ

るということではありますけれども、仕様書において目途額の設定と設定していない項目

が、どういうふうな金額の振り分けになるのか教えてください。 

【説明者】  ただいまお調べしてご報告いたします。 

 あと、目途額を設定していない項目でございますけれども、これにつきましても、金額

自体は目途額は仕様書の中で設定してございませんが、例えば、周知・広報物の部数であ

るとか、研修にかかわる資料作成、あるいは、会場の準備等、そういう物理的に仕様書の

中で一定程度やる数量は、設定しているものがございます。 

【石田委員】  お調べいただいている間に、ちなみに、去年は一般競争入札、何社ぐら

い入札があったか教えてください。 

【説明者】  ２社でございます。 

【石田委員】  毎年２社程度なんでしょうか。また、そちらのほうは連続して落札され

ていらっしゃるのかどうかも教えてください。 

【説明者】  現在請負しております団体が、２５、２６、２７の３年間受託しておりま

す。その前２年間は、別の民間会社がそれぞれ受託しております。 

 入札参加は、大体数社というふうに記憶しております。 

【石田委員】  お調べいただいている間で、わかる範囲で結構なんですけれども、丸め

て１億なり１億３,０００万という形の業務委託になると思うんですけれども、こちらにつ

いて、実際に推進員さんのほうに実額で支払われた金額だとか、あるいは、各事業者さん

のほうで一般経費のほうに充当するものとして使われているものというのはあると思いま
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すけど、こちらのほうから内部留保が発生しないのかどうかとか、適正に利用されたかど

うかということのフォローアップというのはされるんでしょうか。教えてください。 

【説明者】  基本的には、内部留保という形での、お金としてのそれは存在しないとい

うふうに、最終的な事業終了後の報告書の中で、事業の実施について確認をしているとい

うところでございます。 

 あと、一部、周知グッズとか、そういうものについては、残ったものについては全て報

告をして、次年度に使えるものは当然繰越しをしているというようなものでございます。 

【石田委員】  繰越しが生じるということは、要するに、業務委託しても、その中で使

い切らない経費というのがあるというようなことで理解すればよろしいんですかね。 

【説明者】  失礼しました。過年度に電波教室というようなところでさまざまな教材と

して使ったものは、ある程度反復利用できますので、過年度、その団体（業務請負者）が

使っていたようなものを、継続して次年度も使うような形にしているというものでござい

ます。 

【石田委員】  ちょっと抽象的でわからなかったので教えていただきたいんですけれど

も、要するに、今年度においては、電波適正利用推進員さんの活動をどういう形で充実し

ていただきたくて、そのためには、単価を下げましたという、予算を抑えましたという方

向性はわかるんですけれども、逆に、どういう面をどういうふうに充実化させるのに対し

て、必要十分な予算としてはこれでいいんだというふうになるのか。電波適正利用推進員

さんのほうに求めている活動内容と、それに対してどれぐらいの経費を見込んでいるのか。

一般管理費ではなくて、直接経費としてどのぐらい見込んでいるのかわかるようでしたら、

教えてください。 

【説明者】  おおむね比率は、勉強会資料として提出したものとほぼ同程度だと考えて

おりますけれども。 

 失礼しました。時間がかかりまして申しわけございません。２７年度につきましては、

目途額を設定しているほうは２,０００万で、目標額を設定していない項目のほうは８,０

００万になっているということでございます。 

【石田委員】  もう一つ、結局、昨年度よりもさらに、目途額を設定している実額のと

ころよりも一般経費的なほうが８：２の割合で、ちょっと減ったようにも見えますけれど

も、先ほど申し上げたような、どういうことを求め、それに対して必要十分な振り分けな

のかということについて、どう考えているのかを教えてください。 
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【説明者】  削減した部分につきましては、従来、推進員の方に通信費、電話代充当、

あるいは郵便代の充当みたいな形での通信費等をお支払いしておりましたけれども、昨今、

電話利用、あるいは、ネット利用なんかにつきましては定額制になってきているというこ

とで、一般的に新たな負担は生じないのではないかというような形で、そういう経費を削

減させていただいたと。 

 あと、その他資料作成等についても、パソコン等の利用ができるようになったというこ

とで、報告物等を従来ＦＡＸ・郵送等で送っていただいたものを、インターネットを通じ

て報告できるようにした等で、そういうことの削減によって、活動自体は従来程度を維持

しつつ、弁償代としてお支払いする部分は削減できるのではないかという形で考えており

ます。 

 しかしながら、実際活動をいろいろやっていただくためには、いろんな関係の機関の方

と連携をとっていただく必要があるということで、そういう連携の在り方をどう今後やっ

ていくことで、推進活動をより活性化することができるのかというようなことを考えてい

っているというところでございます。 

【福岡官房長】  シートを出していただきますよう、お願いいたします。 

 その間、ほかの方々はご意見はございますでしょうか。 

【上村委員】  不法無線防止対策で教えていただきたいんですが、これ、無線設備試買

テストなので、実際に買いにいくわけですよね。この買いにいく場所というのは、都市部

なのでしょうが、メーンになるんですかね。 

【説明者】  まず、参考でおつけしているとおり、これは本事業そのものではなくて、

別の枠組みでやっているものでございます。買うものにつきましては、主要な店もござい

ますし、現状を言いますと、かなりの数がインターネット上による販売というものが多く

なっております。 

【福岡官房長】  それでは、時間も詰まってまいりましたので、北大路先生のほうから、

主なご意見、評価結果案等々につきまして、まずご説明をよろしくお願い申し上げます。 

【北大路委員】  評価結果ですが、事業全体の抜本的な改善がお一人、そして、事業内

容の一部改善が５名ということで、以上を踏まえまして、本件の評価結果案は、事業内容

の一部改善ということにしたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

 実は、先生方のコメントは、一貫してアウトカム指標がわからないことについて、全員

の方が言及していらっしゃいます。どちらかというと、いろいろたくさんお書きになって
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いるというよりも、そのことを集中的にお書きになっていらっしゃいます。 

 事業そのものの重要性はあり、３つの事業とも大事であるとお書きになっている先生が

お一人おいでになりまして、あとの先生方はそれについては言及されていないということ

で、事業そのものを否定するというようなコメントは全くございません。 

 ただ、アウトカムが明確でない。リテラシーという言葉が非常に抽象的であるというこ

とから、実際の事業の成果が評価されておらず、手段だけを捉えているという状況になっ

ているのだろう。また、その手段についても、国民のリテラシーに関する周知度がわかる

ような指標がないので、セミナーその他のものでどういう効果が出ているかということも

わからないという結果になっているのだということが書いてあります。そして、そのセミ

ナー等も、その手段も、より効果的な利用に対象者を絞る、あるいは、目的を明確にする

というようなことが重要であろうというご意見が書かれています。 

 これらを踏まえまして、全体としてのコメントは、このアウトカムをしっかりさせると

いうことに集中したいと考えてございまして、ご提案ですが、３事業とも成果の評価がし

っかりと行われていないため、ひたすら手段を実施するだけになっている状態になってい

る。ＰＤＣＡが機能していないように思われる。適切なアウトカムをより明確に定義し、

評価することが必要である、というような内容にしたいと思っておりますが、よろしいで

しょうか。 

 （委員からの発言なし） 

 ありがとうございます。 

【福岡官房長】  それでは、結果も出たようでございますので、それでは、２件目の案

件に係る議論をこれで終えたいと思います。 

 それでは、３件目は、１０分ほどいただきまして、３時１５分から開始したいと思いま

す。ありがとうございました。 


